







Adult Education for the Residents of Apartment Buildings and 
Social Surveys in the High Growth Period:
The Attention to the Formation of Groups and Cooperativity of Urban Residents
Eisuke Hisai
Abstract: This study examines the social surveys of apartment building residents during the 
high-growth period of Japan to shed light on how those who were concerning adult education 
in this period grasped the features of urban residents. A municipal adult education system was 
established after World War II, which relied on cooperativitiy and groups in rural communities. 
By the 1960s, staffs and researchers on adult education came to share the perspective of 
combining adult education activities with cooperativity and groups in communities. Therefore, 
adult education activities in urban areas also need to be based on cooperativity and groups 
within the community. Thus, the Ministry of Education and municipal education boards 
conducted several surveys on apartment building residents for adult education planning. Several 
perspectives were shared by these surveys:  the belief of the importance of cooperativity and 
groups based on communities, considering housewives as the community’s core individuals, and 
the peculiarity of apartment building residents compared to other residents.































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































れに　たいして，先の A 団地や K 団地においては，
このような改善を緊急とする居住条件の悪さは存在
しない。これらの団地における地域団体の低調さに
ついてはさきにふれた。」（③，30-31頁）
「団地造成後の事後処理的な懸案事項が一応解決し，
再び住民が個々バラバラの私的生活に分散しはじめ
る兆候を見せはじめた現在，実はこれからの自治会
の運営や公民館運営は大変むづかしい段階に差しか
かることが予想される。」（⑤－４，86頁）
　
　ただしこれらの報告書の全体の傾向を見ると，団地
住民の新たな共同性，連帯形成への積極的な可能性に
ついて，先に示した②，③，⑤－４，⑤－６，⑩や，
後に触れる①や⑨には，ある程度明確な言及が見られ
るが，そのような「新たな」共同性，連帯のあり方に
明確に言及した報告書ばかりだったわけではないこと
にも注意する必要がある。
　いずれにせよ表に示した報告書のほとんどでは，団
地における集団形成，連帯感の形成が求められ，それ
が社会教育の推進にとって不可欠であるとともに，社
会教育自体もまたその集団形成に貢献するべきことが
語られていた。そのような社会教育の役割は，例え
ば，農村部において1950年代に盛んに実践が展開され
た「話し合い学習」「共同学習」の手法とそれに基づ
く婦人学級を，団地へと導入することによって，社会
教育集団の形成が期待される，とする提案の例が挙げ
られる（②，106-107頁）。それ以外にも，公民館等の
社会教育施設の適切な設置，行政による適切な情報提
供，団体・学級参加や結成への支援といった助言・指
導が，団地住民の学習活動の活発化のために必要とす
る主張はほとんどの報告書にみられる。
　しかし繰り返せば，団地住民の新たな形態の集団，
共同性形成に関する積極的可能性への注目は，必ずし
も共通した認識とまではなっていなかった。むしろ，
農村地域における集団，共同性を基盤とする社会教育
─ 24 ─
久井　英輔 高度成長期における団地の社会教育と社会調査―　都市住民における集団，共同性形成の契機に注がれた視線　―
のイメージを基準値として，団地におけるそれらの「欠
如」を捉える視点から社会教育の役割が論じられてい
た報告書も見られたのである。
３．団地における「婦人」への視線
　表から分かるように，特に1960年代後半から刊行さ
れた調査報告書の大多数は，団地の「婦人」（特に主婦）
に焦点を絞っている（③，⑥，⑦，⑧，⑨，⑪，⑫，⑬）。
これらの多くの「団地婦人」を対象とした報告書が刊
行された背景には，当時において都道府県・政令指定
都市を対象とした文部省の婦人教育調査指導費（婦人
教育振興費補助の一環）の交付という予算上の基盤が
あったことにも留意する必要がある。
　「団地婦人」への注目は，新中間層が多数を占める
団地住民において，日中ほとんど団地内に留まること
のない夫に対し，妻（その多くが専業主婦）が地域に
おける集団形成，共同性の核となる存在として捉えら
れていたことを示している。例として，茨城県教育庁
発行の調査報告書では，このような団地の共同性の核
としての「婦人」への認識が端的に記されている。
「婦人会あるいは自発的集団への参加においては，
結局家庭の中にいる婦人をどのようにして家庭の外
へひき出してくるかが問題であろう。団地婦人の場
合には余暇時間にも比較的恵まれており，もしその
気になればいつでも時間を作って参加できる条件に
ある。そこで問題は婦人に主体的意欲があるかどう
かにかかってくる。」（⑬，21-22頁）
「団地住民は一般に家庭中心的な考え方であり，地
域社会に対する意識が希薄である。このような婦人
たちに地域意識・連帯意識を啓蒙するのが社会教育
の目標の一つでもある。」（同上，25頁）
　「婦人」たちの集団形成の足がかりとして，「子ども」
とその教育環境が見いだされていたことも確認してお
きたい。子どもとその教育，という新中間層の主婦に
とっての典型的な関心事は，もともとは共同体からは
切り離された個別的・私事的な利害関心であったが，
その利害関心の追求を通して，集団形成，連帯が志向
されるものとも捉えられたのである。西宮市刊行の調
査報告では，このような認識が「子供が小さな外交官
として機能している」（①，104頁）という表現を用い
て記述され，さらに以下のように述べられている。
「［……］サラリーマン家族では，子供こそフアミリ
ズムの象徴とも言える存在である。殊に主婦がその
子供達によせる関心の量と期待の大きさは，他のい
かなる職業階層にも増して甚だしい。しかしこの関
心の大きさが逆に主婦の眼を外界に向け，フアミリ
ズムの扉をひらくエネルギーを提供しているといつ
てもよい。」（①，105-106頁）
　なお，「子どもの教育」だけでなく女性の就労経験
についても，団地の外の世界との交流・刺戟を媒介と
して，団地での連帯への志向の契機となるという認識
も一部では提示されていたことにも（⑨，34頁），補
足的にではあるが触れておきたい。
４．団地の「特殊性」への視線
　ここまで，都市住民としての性格を有する団地住民
の特性に，当時の調査報告書がいかに注目してきたか
を概観してきた。しかし，これらの報告書における団
地の位置づけられ方を改めて見直すと，「団地」は必
ずしも都市の一部として明確に位置づけられていると
は限らなかったという点にも留意すべきである。
　例えば，松本市を事例とした文部省発行の調査報告
書では，団地が「集落」として表現されている。
「団地生活が子どもの人間形成にいろいろの影響を
もつているが，これについて住民がどのようにうけ
とめているか。この点について団地の特徴の有無を
調査したが，一般の親とほとんど変りのないような
教育意識をもつているにすぎなかつた。すなわち，
団地の集落
0 0
生活の影響には無関心であり，マイ・ホー
ム主義の教育ママ的な無関心にすぎない。」（⑤－３，
61頁。傍点は引用者）
　同様の生活環境に置かれ，職業 ･ 所得階層，年齢層，
家族構成が近似した人々としての団地住民は，その消
費面，生産面で見れば明らかに都市住民であった。し
かし他方で，集住性，都市近郊農村地域という立地（そ
うでない場合も少なくないが）という面において，団
地住民は，住民同士または周辺の農村地域との連帯へ
の可能性を潜在的に蔵した，またはそれを期待される
存在としてしばしば位置づけられていたのである。
　またこれらの団地調査には，「団地」とその周辺地
域を対比的に捉える，あるいは，団地と周辺地域との
間の連帯を模索しようとする傾向も見られる。表に
挙げた調査報告書のうち，①，③，⑥，⑩，⑫は，団
地住民だけでなくその周辺地域の住民も調査対象に含
め，比較対象としていた。また千葉県教育センターの
報告書では，「一般都市」の回答者のデータを国民生
活白書から引用し，団地住民のデータと比較するとい
久井　英輔
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う手法が用いられていた（④，16頁など）。
　この比較の視点は，周辺地域＝「通常」，団地＝「特
殊」と捉え，周辺地域を基準としてそこからの偏差と
して団地住民の意識や行動を捉える見方としばしば接
続していた。例えば名古屋市の調査報告書では，周辺
地域の傾向には特に言及がなく，団地住民の意識・行
動の傾向のみが問題性を帯びたものとして捉えられ
（「団地的エリート意識」「団地的閉鎖性」），その「特殊」
な団地住民がいかに周辺地域の住民と連帯できるか，
という論理が展開されていた（⑧，34頁）。周辺の「地
元住民」に関するデータは収集されていないにも関わ
らず，「団地住民」の意識行動が「地元住民」とは異
なるものとして想定され，そのことへの危惧や，望ま
しい変化の方向性が記述されていったのである。
　ただしこれらの報告書において，常に団地住民が地
域社会から浮き上がった「特殊」な存在として結論づ
けられていたわけではなかった。例えば，既にある程
度市街地化された地域に建設された長崎市の小峰団地
を事例とした調査報告書では，「団地住民」を周辺住
民と質的に区別することが妥当ではない，という言及
も見られる（⑤－７，147，152頁）。逆に言えば，こ
のような「気づき」が改めて言及されること自体，団
地住民を「特殊」な存在として調査の対象と捉えるよ
うな認識が当時においてある程度効力を有していたこ
との裏返しともいえよう。すなわちこれらの調査は，
高度成長期初期からマスメディアによって流布された
「特殊」な存在，あるいは「病理性」を有する存在と
しての団地住民イメージに影響されつつ（実際にはそ
のような表面的な捉え方の問題性に言及した議論も早
くからあったのであるが12）），その「特殊」な存在に「科
学的」な分析を加える，という前提に基づいて着手さ
れるものになりがちだったのである。
　これに関連して，『月刊公民館』1967年12月号には，
団地をめぐる社会教育に関する当時の文部省の動きを
批判する重松敬一のコラムが掲載されている。文部省
の動きとは，国立社会教育研修所の実施した調査研究
（１⑤とは異なる，先述の部内検討資料『「団地と社会
教育」に関する実態報告書』）に基づいて団地住民の
「連帯感」の乏しさを指摘し，「あたらしい意識づくり」
を文部省が企図したことが新聞報道されたことを指し
ている。これに対しては「一面的に，［団地住民につ
いて］病理現象のなんの，というのは“期待される団
地族の未来像”を押しつけるようなものだ」と当の団
地住民から反発が起こったことも報道されている。こ
の一連の新聞報道（同年８～９月）を踏まえて重松は，
「意識を変えてやる式の，においがハナにつく」と文
部省の動きを揶揄している13）。
　このような批判は，単に行政が振りかざす「意識改
め主義」への反発としてのみ捉えるべきではない。む
しろ上記の一連の動きは，団地住民を「特殊」な，あ
るいは「病理性」を有する存在として捉えるステロタ
イプ的な捉え方が，当時の社会の中で次第に有効性を
失いはじめたことの兆しとして受けとることができる
のではないだろうか。
Ⅳ　おわりに
　ここまでの本稿の議論について，Ⅱ，Ⅲでの検討か
ら得られた知見を中心に整理したい。
　敗戦直後に構築された，農村社会を前提とした社会
教育行政の性格は，都市には適合しないものとして当
初認識されていた。しかし，地域に根ざした集団，共
同性に立脚する社会教育という認識は次第に定着し，
高度成長期以降の都市における社会教育のあり方も，
地域の集団，共同性を軸とする認識をもとに捉えられ
るようになっていった。このような背景の中で実施さ
れた，社会教育を念頭に置いた団地住民対象の社会調
査は，以下のような性格を有していた。
　第一にこれらの調査報告書では，基本的に集団に
よって担われる学習，また集団を形成していく学習の
活性化が意図されていた。そこで意図された集団，共
同性は，農村の社会教育を支えてきた集団や共同性が
暗黙のうちに前提とされた場合もあれば，農村社会
の秩序に裏打ちされた自由と平等を束縛する集団，共
同性とは異なるあり方が明確に意図される場合もあっ
た。いずれにせよ，「社会教育」が地域に根ざした集団，
共同性に支えられて展開すべきとする展望，またその
ような集団，共同性を育むものとしての社会教育行政
の役割が，より強固に語られていったのである。
　第二にこれらの報告書では，団地の集団，共同性，
または社会教育の担い手として，「婦人」（主に主婦）
の役割が期待されていた。「婦人」は，多くの場合昼
間も団地に留まるため，集団，共同性の核となるべき
存在として捉えられ，またそのような集団，共同性形
成のきっかけとして，子どもとその教育環境に対する
「婦人」たちの関心が位置づけられていた。
　第三に，これらの報告書では，団地を「特殊」な対
象として捉え，周辺地域などと比較する視点が多く見
られた。ただしそのような「特殊」な団地という前提
は，次第にゆらぎを見せつつもあった。
　以上を踏まえた上で，このような団地を対象とする
社会教育の観点を踏まえた調査報告書の動向の「その
後」について，簡潔に触れておきたい。
　上で言及したような，当時において団地内の新たな
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集団形成，共同性の実現可能性へのある程度の信憑を
支えていた背景（団地の生活環境の不備，子育て世代
の集中的な入居）は，実際には必ずしも持続的な性格
のものではなかった。またⅢ－４．でみたように，多
分にマスメディアの報道などに影響されていた「特殊」
な団地住民という認識自体も，団地の存在自体が次第
に新奇なものでなくなっていくにつれて，その基盤は
徐々に掘り崩れされつつあった。
　これらを背景として，団地の社会教育，特に集団や
共同性形成との関連を「科学的調査」によって探ろう
とする視線も，次第に稀薄化していったと考えられる。
このようなタイプの調査が1970年代後半から見られな
くなっていくこと，さらには，教育学（特に社会教育
学）における団地をめぐる議論そのものが1980年代以
降に縮小・消失していったことも14），このような背景
の変化に影響されていたといえるだろう。
　ただし筆者はここで，当時の団地における共同性，
特にその新たな形態への志向は一時的な幻想に過ぎな
かった，といった没価値的な示唆を提示しようとして
いるのではない。ある時代において何らかの社会教育
に関わる理念（例えば「共同性」「連帯」）が語られる
背景には，その時代固有の社会背景や認識といった基
盤が存在する。社会教育の歴史研究においては，当時
の実践や理念をただ詳細に確認するだけでなく，その
理念や実践を支えていた認識や固有の社会・時代背景
を適切に踏まえていくことが，検討事例から今日的な
意義を引き出す上で特に重要である。本稿で扱った事
例についても，そのような当時の背景や認識を踏まえ
た観点から，現代の都市における社会教育を媒介とし
た共同性形成の展望との接点が検討されるべきである
ことを，最後に確認しておきたい。
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